
一般財団法人 河川情報センター 
 

Ⅰ 法人の概要（令和 7年 4月 1日現在） 

1 所 在 地    東京都千代田区麹町 1番 3号 

2 設 立 年 月 日    昭和 60年 10月 1日 

3 代 表 者    理事長  池内 幸司 

4 基 本 財 産    520,000千円 

5 北九州市の出捐金    5,000千円（出捐の割合 0.96％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  14人 0人 0人  14人 

 
常 勤   3人 0人 0人   3人 

非常勤  11人 0人 0人  11人 

職 員 118人 0人 0人 118人 

 

 

Ⅱ 令和６年度決算 

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

令和7年3月31日現在（単位：円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 資産の部    

 1 流 動 資 産    

現 金 預 金 537,231,445 676,135,624 △138,904,179 

未 収 金 2,893,284,153 1,828,101,713 1,065,182,440 

前 払 金 93,748,782 26,919,041 66,829,741 

前 払 費 用 100,066,777 211,847,271 △111,780,494 

流 動 資 産 合 計 3,624,331,157 2,743,003,649 881,327,508 

 2 固 定 資 産    

⑴  基 本 財 産    

定 期 預 金 17,525,000 17,525,000 0 

投 資 有 価 証 券 502,475,000 502,475,000 0 

基 本 財 産 合 計 520,000,000 520,000,000 0 

⑵  特 定 資 産    

研 究 開 発 基 金 引 当 資 産 800,000,000 800,000,000 0 

調 査 開 発 基 金 引 当 資 産 499,896,312 489,240,660 10,655,652 

退 職 給 付 引 当 資 産 121,070,800 121,526,400 △455,600 

役 員 退 職 慰 労 引 当 資 産 9,379,900 3,704,250 5,675,650 

特 定 資 産 合 計 1,430,347,012 1,414,471,310 15,875,702 



科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

⑶  その他固定資産    

建 物 付 属 設 備 97,389,849 107,681,543 △10,291,694 

什 器 備 品 44,536,999 66,095,987 △21,558,988 

ソ フ ト ウ ェ ア 19,927,630 24,921,913 △4,994,283 

長 期 前 払 費 用 313,308,580 17,587,070 295,721,510 

敷 金 等 120,132,872 120,132,872 0 

そ の 他 固 定 資 産 合 計 595,295,930 336,419,385 258,876,545 

固 定 資 産 合 計 2,545,642,942 2,270,890,695 274,752,247 

資 産 合 計 6,169,974,099 5,013,894,344 1,156,079,755 

Ⅱ 負 債 の 部    

 1 流 動 負 債    

未 払 金 1,614,243,140 702,209,901 912,033,239 

未 払 法 人 税 等 140,847,000 143,355,500 △2,508,500 

前 受 金 2,759,000 0 2,759,000 

預 り 金 7,411,406 6,708,808 702,598 

短 期 借 入 金 0 0 0 

賞 与 引 当 金 64,763,003 65,559,558 △796,555 

流 動 負 債 合 計 1,830,023,549 917,833,767 912,189,782 

 2 固 定 負 債    

退 職 給 付 引 当 金 121,070,800 121,526,400 △455,600 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,379,900 3,704,250 5,675,650 

  固 定 負 債 合 計 130,450,700 125,230,650 5,220,050 

負 債 合 計 1,960,474,249 1,043,064,417 917,409,832 

Ⅲ 正味財産の部    

1 指定正味財産 0 0 0 

 2 一般正味財産 4,209,499,850 3,970,829,927 238,669,923 

(うち基本財産への充当額 ) （520,000,000） （520,000,000） （0） 

(うち特定資産への充当額 ) (1,299,896,312） (1,289,240,660） （10,655,652） 

正 味 財 産 合 計 4,209,499,850 3,970,829,927 238,669,923 

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 6,169,974,099 5,013,894,344 1,156,079,755 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 正味財産増減計算書（総括表） 

自 令和6年4月 1日 

至 令和7年3月31日（単位：円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    

 1 経常増減の部    

⑴ 経 常 収 益    

①  基本財産運用益    

基 本 財 産 受 取 利 息 8,500,350 8,500,351 △1 

②  特定資産運用益    

特 定 資 産 受 取 利 息 855,821 14,456 841,365 

③  事業収益 5,632,655,710 4,739,419,187 893,236,523 

河 川 ・ 流 域 情 報 普 及 支 援 

事 業 収 益 
329,715,092 303,865,062 25,850,030 

河川・流域情報提供事業収益 5,302,940,618 4,435,554,125 867,386,493 

④  雑収益 744,423 208,737 535,686 

受 取 利 息 669,673 6,489 663,184 

雑 収 益 74,750 202,248 △127,498 

経 常 収 益 計 5,642,756,304 4,748,142,731 894,613,573 

⑵ 経 常 費 用    

①  事業費 5,146,987,273 4,218,572,304 928,414,969 

役 員 報 酬 36,076,570 39,326,044 △3,249,474 

給 与 手 当 773,611,278 765,273,205 8,338,073 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 62,101,538 62,894,421 △792,883 

臨 時 雇 用 賃 金 124,611,961 86,806,196 37,805,765 

役 員 退 職 慰 労 金 0 673,452 △673,452 

役員退職慰労引当金繰入額 4,001,855 406,462 3,595,393 

退 職 給 付 費 用 30,021,960 21,666,290 8,355,670 

法 定 福 利 費 116,688,883 114,640,246 2,048,637 

福 利 厚 生 費 10,301,543 9,832,527 469,016 

旅 費 交 通 費 36,047,544 44,549,521 △8,501,977 

通 信 運 搬 費 59,967,488 59,481,615 485,873 

印 刷 製 本 費 10,287,283 4,180,057 6,107,226 

新 聞 図 書 費 2,473,414 3,074,371 △600,957 

会 議 費 4,019,370 3,617,946 401,424 

諸 謝 金 3,213,206 4,146,944 △933,738 

消 耗 品 費 42,258,020 47,141,141 △4,883,121 

修 繕 保 守 費 11,490,780 16,537,422 △5,046,642 



科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

光 熱 水 料 費 22,042,940 22,408,836 △365,896 

賃 借 料 172,858,593 165,244,910 7,613,683 

諸 雑 費 12,365,421 9,688,726 2,676,695 

租 税 公 課 154,854,919 143,882,909 10,972,010 

委 託 費 1,008,665,451 827,701,612 180,963,839 

分 担 業 務 費 161,486,883 150,139,000 11,347,883 

軽 作 業 費 136,428,227 161,064,810 △24,636,583 

運 用 管 理 費 372,130,000 382,195,000 △10,065,000 

デ ー タ セ ン タ ー 運 用 費 1,715,951,033 1,006,341,511 709,609,522 

助 成 金 10,371,500 12,640,439 △2,268,939 

協 賛 金 2,020,000 5,020,000 △3,000,000 

減 価 償 却 費 50,639,613 47,996,691 2,642,922 

②  管理費 116,252,108 115,698,748 553,360 

役 員 報 酬 18,584,050 18,825,776 △241,726 

給 与 手 当 34,728,256 33,445,945 1,282,311 

賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,661,465 2,665,137 △3.672 

臨 時 雇 用 賃 金 2,205,965 4,761,033 △2,555,068 

役 員 退 職 慰 労 金 0 144,773 △144,773 

役員退職慰労引当金繰入額 1,673,795 948,413 725,382 

退 職 給 付 費 用 2,149,840 1,200,010 949,830 

法 定 福 利 費 10,487,632 10,414,448 73,184 

福 利 厚 生 費 4,285,390 3,349,181 936,209 

旅 費 交 通 費 1,861,657 2,143,801 △282,144 

通 信 運 搬 費 319,324 540,224 △220,900 

印 刷 製 本 費 465,305 591,481 △126,176 

新 聞 図 書 費 166,305 201,145 △34,840 

会 議 費 156,764 284,718 △127,954 

諸 謝 金 189,040 391,900 △202,860 

消 耗 品 費 2,803,627 4,901,965 △2,098,328 

修 繕 保 守 費 2,108,031 1,134,343 973,688 

光 熱 水 料 費 868,153 806,733 61,420 

賃 借 料 18,483,520 17,525,140 958,380 

諸 雑 費 5,022,078 4,462,714 559,364 

支 払 利 息 0 0 0 

租 税 公 課 5,274,552 3,933,117 1,341,435 

軽 作 業 費 218,937 1,350,140 △1,131,203 

減 価 償 却 費 1,538,422 1,676,611 △138,189 

経 常 費 用 計 5,263,239,381 4,334,271,052 928,968,329 

当 期 経 常 増 減 額 379,516,923 413,871,679 34,354,756 



科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

2 経常外増減の部    

⑴  経 常 外 収 益    

経 常 外 収 益 計 0 0 0 

⑵  経 常 外 費 用    

経 常 外 費 用 計 0 0 0 

当 期 経 常 外 増 減 額 0  0  0 

税引前当期一般正味財産増減額 379,516,923 413,871,679 △34,354,756 

 法人税、住民税及び事業税 140,847,000 143,355,500 △2,508,500 

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 238,669,923 270,516,179 △31,846,256 

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 3,970,829,927 3,700,313,748 270,516,179 

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 4,209,499,850 3,970,829,927 238,699,923 

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部    

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0 

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 0 0 0 

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0 

Ⅲ 正 味 財 産 期 末 残 高 4,209,499,850 3,970,829,927 238,669,923 

 

 

Ⅲ 令和７年度事業計画 

広域的・局地的・集中的な豪雨や台風に起因した高潮などにより、大規模な水害や土砂災害などが全国

各地で毎年発生し、人命や資産が失われるなど甚大な被害が生じ、また、社会経済活動にも影響を与えて

いる。 

令和 6 年度は、7 月に東北地方の最上川や子吉川で洪水被害が発生、また 9 月には地震被害を受けた能

登半島の被災地を豪雨が襲った。今後、気候変動の影響により、21世紀末には全国平均で降雨量は 1.1倍、

洪水発生頻度は 2倍になるとも試算されており、ますます水害等が激甚化、頻発化することが懸念されて

いる。 

このため、河川の上流・下流や本川・支川の流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、企業・住民等、あら

ゆる関係者が協働して取り組む「流域治水」が推進されている。防災施設の整備といったハード対策を進

めることはもとより、災害時の応急対策活動や住民の避難行動等に役立つ河川・流域情報の提供や災害前・

災害時の危機管理対応などのソフト対策のより一層の充実が求められている。 

一般財団法人河川情報センターは、これまでの豊富な実績と経験によって培ってきた技術力やノウハウ

を活かし、住民のニーズに即した河川・流域情報の提供や危機管理に関する専門的かつ高度な業務を行う、

公益性の高いシンクタンク（昭和 60年設立）である。 

令和 7年度は、生活の安全・安心を確保するために必要なリスク情報なども含んだ河川・流域情報を「川

の防災情報」を通じて適確に提供していくことや、住民、防災関係機関等において災害危機管理等の観点

から必要とする情報を的確に利用されることを引き続き推進し、情報の利用者の視点に立って、以下の事

業を実施する。 

 



■ 災害時の避難行動や緊急活動に不可欠なリスク情報等を含んだ河川・流域情報の適確なリアルタイム 

提供 

■ 住民自らのリスクを知り、適確な逃げ時の判断や防災関係機関が適確な災害対応・判断ができるよう

な情報提供 

■ 災害時の判断・行動を住民自ら考えるマイ・タイムライン等の普及や防災関係機関の危機管理体制の 

 充実を支援 

■ 洪水予測システムの精度向上、雨量・河川水位・流量等の観測技術の高度化 

 

 

Ⅳ 令和７年度予算 

1 収 支 予 算 書 

    自 令和 7年 4月 1 日 

                           至 令和 8年 3月 31日（単位：千円） 

科     目 当 年 度 前 年 度 増 減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    

 1 経常増減の部    

⑴  経 常 収 益    

① 基本財産運用益    

基 本 財 産 受 取 利 息 8,500 8,500 0 

② 特定資産運用益    

特 定 資 産 受 取 利 息 10 10 0 

③ 事業収益 4,182,440 4,997,840 △815,400 

河川・流域情報普及支援事業収益 310,010 293,500 16,510 

 河川・流域情報提供事業収益 3,872,430 4,704,340 △831,910 

④ 雑収益 70 70 0 

受 取 利 息 10 10 0 

そ の 他 60 60 0 

経 常 収 益 計 4,191,020 5,006,420 △815,400 

⑵  経 常 費 用    

① 事業費 4,020,700 4,806,670 △785,970 

河川・流域情報普及支援事業費 369,010 406,090 △37,080 

河川・流域情報提供事業費 3,651,690 4,400,580 △748,890 

② 管理費 123,330 149,290 △25,960 

経 常 費 用 計 4,144,030 4,955,960 △811,930 

当 期 経 常 増 減 額 46,990 50,460 △3,470 

 

 2 経常外増減の部 
   

⑴  経 常 外 収 益    

経 常 外 収 益 計 0 0 0 

⑵  経 常 外 費 用    



経 常 外 費 用 計 0 0 0 

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0 

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 46,990 50,460 △3,470 

 

 

Ⅴ 役 員 名 簿 

令和 7年 5月 27日現在      

役 職 名 氏   名 

理 事 長 池  内  幸  司 

業 務 執 行 理 事 鳥  巣  英  司 

〃 朝  堀  泰  明 

理   事 大 牟 田  智 佐 子 

〃 神  達  岳  志 

〃 国  崎  信  江 

〃 坂  村    健 

〃 辻  本  哲  郎 

〃 中  北  英  一 

〃 山  﨑    登 

〃 山  本  孝  二 

〃 吉  井  博  明 

監   事 佐 々 木  哲  夫 

〃 土  屋  彰  男 

 


